
広 報 資 料                    平成３０年１２月７日 

 （経 済 同 時）                    京 都 市 産 業 観 光 局 

                          (担当 中小企業振興課 ℡222-3329) 

 

 

 

「京都市中小企業未来力会議（平成３０年１２月１７日）」の開催について 

 

 京都市では，多様な業種の若手経営者が集まり，業種横断的に議論する「京都市

中小企業未来力会議」を創設し，「現場の声」を反映した実効性ある振興策を検討・

推進するとともに，企業間連携による「社会課題」や「地域課題」，「経営課題」

の解決につながる新たなビジネスプランの創出を図っています。 

 この度，「京都市中小企業未来力会議」を下記のとおり開催しますので，お知ら

せします。 

記 

 

 １ 日 時   

   平成３０年１２月１７日（月）午後３時開始 

 

 

 ２ 場 所   

   京都銀行 金融大学校 桂川キャンパス  

   １階大ホール 

   （京都市南区久世高田町 376 番地 7） 

 

 

 ３ プログラム 

   第１部 開会あいさつ 

       ビジネスアイデア発案者からの進ちょく発表・意見交換 

       「京都市地域企業の持続的発展に関する条例」（仮称）骨子案の概要説明 

   第２部 交流会（会費制） 

 

 

 ４ 参加者 

   中小企業団体や業種別団体の青年部組織の役員，異業種交流団体に所属する 

  現役経営者，中小企業支援に取り組む金融機関や支援機関の職員，市職員等 

  （予定） 

 多様な業種のメンバーが集い， 

京都の中小企業の発展に向け， 

未来志向で議論します！ 



 ５ 傍聴者の募集（第１部のみ） 

  ア 定  員 ２０名（先着順） 

  イ 申込方法 

 平成３０年１２月１０日（月）から平成３０年１２月１４日（金）までの

期間に中小企業振興課へ電話，ＦＡＸ又はメール（住所，氏名，電話番号を

明記）でお申し込みください。 

 なお，記者席は別途用意します。 

 

 

 ６ お問合せ先 

  京都市産業観光局 商工部 中小企業振興課（未来力会議担当） 

  所在地：〒６０４－８５７１ 

      京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

  電 話：０７５－２２２－３３２９ ＦＡＸ：０７５－２２２－３３３１ 

  メール：chushokigyo@city.kyoto.lg.jp 

 

 （参考） 

 

 

 

 

 

 

会議の目的 ■多様な業種の知恵と力を結集し，企業間連携による新たな事業の創出

■「現場の声」を反映した実効性ある振興策の実現

ビジネスアイデア／プランの
募集開始（8月２４日締切）
２者以上の連携により実現を目指すビジネ

スアイデアやプランを募集します。
（提出されたアイデアやプランは, 第２回会
議前に，メール等でお知らせします。）

第１回会議（６月２５日）

第３回会議（１２月１７日）

ビジネスアイデア／プラン中間発表
検討中のビジネスアイデア／プランを中間発表し，顧問等からの助言，参加者同士による仮

想顧客体験などによってアイデアの磨き上げを行います。

第４回会議（３月）

ビジネスアイデア／プラン最終発表
検討したビジネスアイデア／プランの年度内最終発表。顧問等からの助言，参加者による意

見交換などによってビジネスプランとして熟度を高めます。

ビジネスアイデア／プランの
発表・共有

発案者が自身のビジネスアイデア／プランを
発表し，関心を持った方々とともにグループの
形成を目指します。

第２回会議（９月１０日）

～平成３０年度 中小企業未来力会議の流れ～

「地域企業宣言（仮称）」
の策定に向けた意見交換
【「地域企業」の持続的発展に向けた実

践提案】を発展させ，京都の中小企業の在
り方や活動指針となる【地域企業宣言（仮
称）】の策定に向けた意見交換を行います。

「地域企業宣言（仮称）」
発表

京都の中小企業の在り方や活動指針とな
る【地域企業宣言（仮称）】を未来力会議
から発表します。

地域企業宣言検討グループ会議アイデア提案検討，参画グループ検討

市の施策への反映
各企業の事業活動への反映 等

ビジネスアイデア以外の議論グ
ループ形成も可能！
（例：29年度改革実践グループ）

ＢtoＢや商品ＰＲに利用できるフ
リーテーブルも設置。新たな繋が
り発見の場としても参加可能！

グループ活動支援（進捗サポート相談会等）

グループ活動支援（進捗サポート相談会等）

ビジネスプランの事業化へ
（補助金等による事業化支援）


